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　「地方でできることは地方に」という方針のもと、三位一体改革が
進められていますが、地方団体は国が国税として集めた財源の中か
ら国庫補助金を受けており必ずしも自主性が高いとはいえません。
このため、地方団体が自主的に財源の確保を行い、住民にとって真
に必要な行政サービスを自らの責任で効率的に行えるよう、国税か
ら地方税へ、約３兆円の税源移譲を平成１９年度から実施することと
なりました。
　税源移譲の実施により市県民税の負担が増えても、その分所得税
の負担が減り、納税者の税負担は変わりません。
　税源移譲については、個人市県民税の所得割と所得税の税率を次
のとおり改正することで行います。

※それぞれの改正については、適用が開始される年度が異なりま
すのでご注意ください。
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　住民税所得割の税率は、これまで３段階（超過累進構造）になっていました。これを、所得の
多い少ないに関わらず一律１０％（比例税率構造）に変えることになりました。
※退職所得、土地建物等を譲渡した所得などに係る市県民税の税率についても改正します。

改　　正　　後改　　正　　前

標準税率課税所得標準税率課税所得

１０％
（市民税６％）
（県民税４％）

一　律

５％
（市民税３％・県民税２％）

２００万円以下の金額

１０％
（市民税８％・県民税２％）

７００万円以下の金額

１３％
（市民税１０％・県民税３％）

７００万円超の金額
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課税所得とは…給与や事業所得から扶養控除、社会保険料控除といった諸控除を差し引い
た残額をいいます
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改　　正　　後

 

改　　正　　前

税率課税所得税率課税所得

５％１９５万円以下の金額
１０％３３０万円以下の金額

１０％３３０万円以下の金額

２０％６９５万円以下の金額
２０％９００万円以下の金額

２３％９００万円以下の金額

３３％１，８００万円以下の金額３０％１，８００万円以下の金額

４０％１，８００万円超の金額３７％１，８００万円超の金額
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モデルケース

◎上記は税源移譲による負担変動を示すものです。このほか平成１９年分所得税、平成１９年度分住民税か
ら定率控除等が廃止されることなどによる影響があります。
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・山林所得、変動所得、臨時所得にのみ適用される課税計算が廃止されます。　
　　【平成１９年度分以後の市県民税に適用】
・平成１１年から平成１８年までに入居した方で、今回の税源移譲によって平成１９年以降の所得税におけ
る住宅借入金等特別控除による控除額が減少する場合には、市税務課に申請していただくことで、
その分を翌年度の市県民税から減額することとしています。

　　【平成２０年度分以後の市県民税に適用】

定率控除等の廃止

◇１ 市県民税【平成１９年度分以後の市県民税に適用】
　　現行制度　所得割額の７．５％相当額（控除限度額２万円）　�　廃止
◇２ 所得税　【平成１９年分以後の市県民税に適用】
　　現行制度　所得割額の１０％相当額（控除限度額１２．５万円）　�　廃止

地震保険料控除の創設（損害保険料控除から改組） 

◇１ 地震保険契約に係る保険料等の金額の２分の１に相当する金額を控除します。
（市県民税は最高２万５千円、所得税は最高５万円）
◇２ 経過措置として、平成１８年１２月３１日までに締結した長期損害保険契約等に係る保険料等について
は、従前の損害保険料控除を適用します。（市県民税は最高１万円、所得税は最高１万５千円）

◇３ 上記（１）、（２）両方を適用する場合は、市県民税は最高２万５千円、所得税は最高５万円とします。
　　【平成１９年分以後の所得税、平成２０年度分以後の市県民税について適用】

�税源移譲後の税額計算の具体例�
【独身者の場合】　※扶養なし

【夫婦と子２人の場合】　※配偶者控除あり。子のうち１人は特定扶養（年齢要件：１６～２２歳）に該当。

負　担
増減額

＝

改　　正　　後改　　正　　前

合　計市県民税所得税合　計市県民税所得税給与収入

０円１８８，５００円１２６，５００円６２，０００円１８８，５００円６４，５００円１２４，０００円３００万円

０円４２１，０００円２６０，５００円１６０，５００円４２１，０００円１６３，０００円２５８，０００円５００万円

０円７８１，０００円４０４，５００円３７６，５００円７８１，０００円３０７，０００円４７４，０００円７００万円

０円１，５１９，０００円６５０，５００円８６８，５００円１，５１９，０００円５５３，０００円９６６，０００円１，０００万円

負　担
増減額

＝

改　　正　　後改　　正　　前

合　計市県民税所得税合　計市県民税所得税給与収入

０円９，０００円９，０００円０円９，０００円９，０００円０円３００万円

０円１９５，０００円１３５，５００円５９，５００円１９５，０００円７６，０００円１１９，０００円５００万円

０円４５９，０００円２９３，５００円１６５，５００円４５９，０００円１９６，０００円２６３，０００円７００万円

０円１，１３０，０００円５３９，５００円５９０，５００円１，１３０，０００円４４２，０００円６８８，０００円１，０００万円

※一定の社会保険料が控除されるものとして計算しています。
※個人住民税において、所得税と個人住民税の人的控除の差に対応した減額措置なども講じられます。




